
福岡県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する規則の一部を

改正する規則をここに公布する。  
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 福岡県後期高齢者医療広域連合

広域連合長  月  形  祐  二

福岡県後期高齢者医療広域連合規則第５号  

福岡県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する

規則の一部を改正する規則

福岡県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する規則（平成２

０年規則第７号）の一部を次のように改正する。 

 第３条中「被保険者証」を「省令第１６条第２項に規定する資格確認

書又は省令第２０条第１項に規定する資格情報通知書」に改める。  

第５条の見出し中「被保険者証」を「保険料の滞納に係る資格確認書 

」に改め、同条中「省令第１５条第１項に規定する被保険者証」を「省

令第５４条の２第２項に規定する資格確認書」に、「被保険者証の返還

通知書（様式第４号）」を「資格確認書の返還通知書（様式第４号の

３ ）」に改め、同条を第５条の２とする。 

第４条の次に次の１条を加える。

（資格確認書の交付申請） 

第５条 省令第１６条第１項に規定する申請書は、資格確認書交付兼任

意記載事項併記申請書（様式第４号）によらなければならない。

２ 広域連合長は、前項の申請書の提出があった場合において、資格確

認書の交付を行わないときは、資格確認書交付申請却下通知書（様式

４号の２）により申請者に対し通知するものとする。  

第６条中「省令第１６条第１項及び第２項」を「省令第５４条の４第

１項及び第２項」に改める。

 第７条中「広域連合長が、法第１３７条第１項に基づき、法第５４条

第４項」を「省令第５４条の５第２項」に改める。  

 第８条の見出し中「被保険者証等」を「資格確認書等」に改め、同条

中「省令第１９条第１項（省令第２１条において準用する場合を含む。



）」を「省令第１７条第１項及び第２１条第１項」に、「、被保険者証

等再交付申請書（様式第６号）」を「、資格確認書等再交付申請書（様

式第６号）」に改める。  

 第１５条第３項中「省令第１９条第１項」を「省令第１７条第１項」

に、「被保険者証等再交付申請書」を「資格確認書等再交付申請書」に

改める。  

 第１６条第１項中「限度額適用・標準負担額減額認定証交付申請書兼

入院日数届書（様式第２２号）」を「資格確認書交付兼任意記載事項併

記申請書」に改め、同条第２項中「限度額適用・標準負担額減額認定証

交付申請却下通知書（様式第２３号）」を「資格確認書併記申請却下通

知書（様式第２２号）」に改め、同条第３項中「規定する限度額適用認

定証」を「規定する資格確認書」に、「限度額適用認定証の返還通知書

（様式第２４号）」を「資格確認書（限度額適用認定）の返還通知書（

様式第２３号）」に、「規定する限度額適用・標準負担額減額認定証」

を「規定する資格確認書」に、「限度額適用・標準負担額減額認定証の

返還通知書（様式第２４号の２）」を「資格確認書（限度額適用・標準

負担額減額認定）の返還通知書（様式第２３号の２）」に改め、同条第

４項を削る。  

 第１６条の次に次の１条を加える。  

（長期入院日数届書）  

第１６条の２  後期高齢者医療の食事療養標準負担額及び生活療養標準

負担額（平成１９年厚生労働省告示第３９５号）に規定する届書は、

長期入院日数届書（様式第２４号）によらなければならない。  

 第２０条第１項中「被保険者証に」を削る。  

 様式第４号中「（第５条関係）」を「（第５条の２関係）」に、「後

期高齢者医療被保険者証の返還通知書」を「後期高齢者医療資格確認書

の返還通知書」に、「高齢者の医療の確保に関する法律第５４条（第４

項・第５項）に基づき被保険者証」を「高齢者の医療の確保に関する法

律施行規則第５４条の２第１項に基づき資格確認書」に改め、同様式を

様式第４号の３とする。  

様式第３号の次に次の二様式を加える。  

 

 

  



 

  



 

  



様式第５号の２中  
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を  
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」    

に改める。  

 1 原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律による一般疾病医療費の支給 

 2 児童福祉法第63条の3の2第1項、第2項の障害児施設給付費等を支給することができ

るとされた者に対する第24条の20第1項の障害児施設医療費の支給 

 3 予防接種法第12条第1項第1号、第2項第1号の医療費の支給 

 4 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第58条第1項の自立

支援医療費、第70条第1項の療養介護医療費、第71条第1項の基準該当療養介護医療

費の支給 

 5 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第30条第1項の費用の負担が行われる医

療に関する給付 

 6 麻薬及び向精神薬取締法第58条の17第1項により費用の負担が行われる医療に関す

る給付 

 7 独立行政法人医薬品医療機器総合機構法第16条第1項第1号、第20条第1項第1号の医

療費の支給 

 8 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第37条第1項、第37条の2

第1項の費用の負担が行われる医療に関する給付又は当該医療に要する費用の支給 

 9 石綿による健康被害の救済に関する法律第4条第1項の医療費の支給 

 10 新型インフルエンザ予防接種による健康被害の救済等に関する特別措置法第4条第1

号の医療費の給付 

 11 特定B型肝炎ウイルス感染者給付金等の支給に関する特別措置法第12条第1項の定期

検査費又は同法第14条第1項の世帯内感染防止医療費の支給 

 12 沖縄の復帰に伴う厚生省関係法令の適用の特別措置等に関する政令第3条、第4条の

医療費の支給 

 13 高齢者の医療の確保に関する法律施行令第14条第4項の高額療養費の支給 

 14 国民健康保険法施行規則第5条の5第12号の規定により厚生労働大臣が定める医療に

関する給付 

 1 原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律による一般疾病医療費の支給 

 2 予防接種法第16条第1項第1号、第2項第1号の医療費の支給 

 3 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第58条第1項の自立

支援医療費、第70条第1項の療養介護医療費、第71条第1項の基準該当療養介護医療費

の支給 

 4 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第30条第1項の費用の負担が行われる医

療に関する給付 

 5 麻薬及び向精神薬取締法第58条の17第1項により費用の負担が行われる医療に関す

る給付 

 6 独立行政法人医薬品医療機器総合機構法第16条第1項第1号、第20条第1項第1号の医

療費の支給 

 7 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第37条第1項、第37条の2

第1項の費用の負担が行われる医療に関する給付又は当該医療に要する費用の支給 

 8 石綿による健康被害の救済に関する法律第4条第1項の医療費の支給 

 9 新型インフルエンザ予防接種による健康被害の救済に関する特別措置法第4条第1号

の医療費の支給 

 10 特定B型肝炎ウイルス感染者給付金等の支給に関する特別措置法第12条第1項の定期

検査費又は同法第14条第1項の世帯内感染防止医療費の支給 

 11 難病の患者に対する医療等に関する法律第5条第1項の特定医療費の支給 

 12 沖縄の復帰に伴う厚生省関係法令の適用の特別措置等に関する政令第3条、第4条の

医療費の支給 

 13 高齢者の医療の確保に関する法律施行令第14条第6項の高額療養費の支給 

 14 国民健康保険法施行規則第27条の4の2第15号の規定により厚生労働大臣が定める医

療に関する給付 



様式第６号中「・第１６条」を削り、「後期高齢者医療被保険者証等

再交付申請書」を「後期高齢者医療資格確認書等再交付申請書」に、

「被保険者証等を」を「資格確認書等を」に、「□被保険者証」を「□

資格確認書」に、「□被保険者資格証明書」を「□資格情報のお知ら

せ」に改める。  

様式第２０号中「医師名      ○印」を「医師名       」に

改める。  

様式第２２号を削る。  

様式第２３号中「後期高齢者医療限度額適用・標準負担額減額認定申

請却下通知書」を「後期高齢者医療資格確認書併記申請却下通知書」

に、「限度額適用・標準負担額減額認定申請に」を「資格確認書併記申

請に」に改め、同様式を様式第２２号とする。  

様式第２４号中「後期高齢者医療限度額適用認定証の返還通知書」を

「後期高齢者医療資格確認書（限度額適用認定）の返還通知書」に、

「限度額認定証」を「資格確認書」に、「同認定証」を「同確認書」に

改め、同様式を様式第２３号とする。  

様式第２４号の２中「後期高齢者医療限度額適用・標準負担額減額認

定証の返還通知書」を「後期高齢者医療資格確認書（限度額適用・標準

負担額減額認定）の返還通知書」に、「限度額適用・標準負担額減額認

定証の返還対象者」を「資格確認書の返還対象者」に、「同認定証」を

「同確認書」に改め、同様式を様式第２３号の２とする。  

様式第２３号の２の次に次の様式を加える。  

 

  



  



 様式第３３号、様式第３６号及び様式第３７号中「・保険証」を「・

資格確認書」に改める。  

附  則  

（施行期日）  

１  この規則は、令和６年１２月２日から施行する。  

（経過措置）  

２  この規則の施行の際現にこの規則による改正前の規定に基づいて提

出されている申請書等は、この規則による改正後の規定に基づいて提

出されたものとみなす。  

３  この規則の施行の際現にこの規則による改正前の規定に基づいて作

成されている用紙は、この規則による改正後の規定にかかわらず、当

分の間、修正して使用することができる。  




